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１．白井市消防団の再編と
今後について

２．白井市でのＤＸ化ついて

令和7年度11月27日第4回定例会 一般質問 資料



出典： 総務省消防庁ホームページより
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消 防 団 の 歴 史
◆江戸時代 『火事と喧嘩は江戸の華』 … 武家屋敷／常火消・武家火消と別に
１７１８年、八代将軍吉宗が、江戸南町奉行の大岡越前守に命じ、町奉行の監督下
に町組織としての火消組／店（たな）火消を編成替え 【町火消】 いろは四八組
を設置、 これが今日の消防団の前身だといわれています。

純然たる自治組織、 経費一切が 町負担、 組員は 無報酬。
組織、人員なども 町役人に任せられていた。
１ 村落部については、駆付消防が主で、組織的なものは 無かった。

◆明治時代 町火消は東京府に移管、明治3年（1870年）に消防局を置き、町火
消を改組／消防組としました。 3年後、消防事務は内務省に移管、東京府下の
消防は、新設の 東京警視庁に移され、 直ちに消防組に関する 消防章程を制定。

明治の消防の組織活動の基礎となった。2 全国的には公設消防組は少なく
  ほとんどが 自治組織として（名ばかり）の 私設消防組であった。
明治27年（1894年）に消防組規則（勅令）を制定 = 全国的な統一を目的とする

絶対的 至上命令的なもので、 3 消防組は 知事の警察権に掌握され
るも、費用の一切は、市町村で負担するべきものと規定されていた。

◆大正時代 消防組の設立は遅々として進まなかったが、警察署長等の積極的な

働きかけなどにより、 4 大正時代末には 飛躍的に その数が増大した。
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◆昭和-戦前 1929年頃～軍部の指導で、各地に民間防空団体／防護団が結成
された。 1937年 国際情勢が悪化、国防体制整備が急務となり 防空法を制定。
翌年、内務次官名で消防組、防護団の統一の基礎となる両団体統合の要綱決定。
昭和14年（1939年）勅令をもって「警防団令」を公布。明治以来の消防組は解消、

5 「警防団」が 同年4月1日 全国一斉に発足、 警察の補助機関として
  従来の水火消防業務に 防空の任務を加えられて 終戦に至った。

◆昭和-戦後 米国:総司令部から警察制度の改革=消防の分離が勧告・指示され、
内務省は、 昭和22年（1947年）に 消防団令 を公布。 従来の警防団は解消。

 ６ 新たに全国の市町村に 自主的・民主的 「消防団」が 組織される。

白井村・白井町では・・・

大正4年（１９１４）、 第１部：白井、 第２部：富塚、 第３部：神々廻、
第４部：名内、 第５部：木、 第６部：中木戸、 第７部：七次 に、

部長・小頭 各１名 ＋ 組員 ４０名の 消防組が配置された。

昭和１４年、 消防団→ 警防団
          ×××終戦×××

昭和２２年、 消防団令が出され 警防団→ 「白井消防団」 発足

以下 資料提供： 白井市文化センター郷土資料館
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P.3昭和８年２月１日 設備訓練で優秀の故、千葉県知事より「金馬れん」を授与される



昭和３１年１月現在の 白井消防団は…
２０分団が、火災発生時はもちろん、訓練・防災活動に尽力し、
更には、地域コミュニティの中心的要素でもあった。

火の見やぐら ２２基、 動力ポンプ １６台、 動力ホース １８本、 腕用ポンプ
１６台、 貯水槽（大） ２９個、 貯水槽（小） ７６個 などの装備がありました。

消防団員
６５５人

消防団員
６５５人

在職年数 年齢構成
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昭和３４年

出 初 式
白井中学校 校庭
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阪神淡路大震災
東日本大震災

平成２５年１２月
 今後の災害・事故・・・
消防防災体制の整備

日本消防史で画期的！

『消防団を中核と
した地域防災力
の 充実強化に
関する法律』成立

令和７年11月16日 冬期訓練／ 清水口小学校

ホースの接続訓練

消防署員の指導により初の
危険予知トレーニング講座

消防団＋消防署＋白井市が連携



デジタル田園都市国家構想総合戦略
2023年度から2027年度まで／5か年のKPI（重要業績評価指標）と工程表を位置づけ。
地方は「地方版総合戦略」の策定に努め、国は政府一丸となって、地域ビジョン実現に
向けた地方の取組みを総合的・効果的に支援していきます。

ハード・ソフトの
デジタル基盤整備

デジタル人材の
育成・確保

誰一人取り残され
ないための取組み

子ども・高齢者・障がい
者・経済的弱者など地理
的制約、年齢、性別、障
害の有無等に関わらず、
誰もがデジタル化の恩恵
を享受し、豊かさを実感

できる社会の実現利用
者視点でのサービ
スデザイン体制

専門的デジタル知識・能力
を有し、地域の課題解決を
牽引「デジタル推進人材」

を、2026年度までに
230万人育成 「デジ

タル人材地域還流戦略パッ

ケージ」に基づき人材の
地域への還流を促進

地方ニーズに即し光ファ
イバ、5G等インフラ整備

マイナンバーカード普及
促進-利活用で手続きの

・ワンストップ化
・オンライン化
行政機関から各市民への
的確な情報提供、
データ仲介機能の提供 等

持続可能性
利便性を追求した

公共交通ネット
ワーク整備、

実効性のある
新たな支援策

地域課題解決に
中核的役割を担う

地方公共団体に

専門的スキルの高い

外部人材の派遣

出典：内閣官房地域未来戦略本部HP
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DX化・・・人口減少・少子高齢化・人材不足などの課題を解決

● 地方に仕事をつくる (多様な人材/知/産業の集積)

● 人の流れをつくる   (関係人口の創出・拡大)

● 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

● 魅力的な地域をつくる （防災減災、国土強靱化）

ただし、DX化が目標なのではなく、目標を達成するための手段



『白井市第６次総合計画』の実現を行財政面から下支えし、将来を見据えた

持続可能な行政運営を推進する…●まちづくりを持続的に推進するための
財政運営の指標を示す「数値目標」と ●行政運営の規範を示す「基本方針」

P.7出典：白井市HPより白井市第２次行政経営指針 基本方針
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